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インターンシップの発展と課題

一経営情報学部の実施状況および中部大学におけるィ.ンターンシップの課題-

揮　村　隆　秀

1経営情報学部におけるインターンシップの

推移

経営情報学部経営情報学科では､平成10年度より,

インターンシップを夏期休暇中に実施している0本年

度で9年目であるoそこで､まず経常情報学部におけ

る各年度の実施状況を示しておくQなお,筆者は経営

情報学部のインターンシップを平成16年度まで担当し

たo平成16年度まで中部大学インターンシップ推進委

員会のメンバーであったo平成17年度より中部東学イ

ンターンシップ推進委員会副委員長となり､全学部･

全学科のインターンシップを統括しているo

平成10年度はテストケースとして実施したo参加者

はわずか9名であり､研修先企業は6社にとどまって

いるo　これら6社のうち､ 1社は東海地域インターン

シップ推進協議会斡旋であるo初年度ということもあ

り､まさに手探り状態であったo

平成11年度は､科目名が｢ビジネス･インターンシッ

プ｣となり, 2単位が付与されることとなったQ　この

年慶から､研修先企業は民間企業8社に､公的機関で

ある市役所､商工会議所がそれぞれ2ヶ所加わり､合

計12社､参加学生も19名へと倍増したo民間企業8枚

のうち､ 1枚は学生による自己開拓である｡なお､東

海地域インタ-ンシップ推進協議会斡旋によるマッチ

ングは本年度以降1社もなくなるQ

平成12年度は民間企業9枚に､虫的機関である市役

所が2ヶ所､商工会議所が1ヶ所で､合計12社､参加

学生は20名であり､前年度並みの状態であったoただ

し､この年産にはじめて来マッチングの研修先企業が

あり､ 3社であった｡

平成13年度は民間企業9社に､盆的機関である市役

所が2ヶ所､商工会議所が2ヶ所で､合計13社,参加

学生は21名であり､前年度と比較して大きな変化はみ

られないo未マッチングの研修先企業は1社であるo

平成14年度は民間企業18社に､公的機関である市役

所が4ヶ所､商工会議所が2ヶ所で,合計24社､参加

学生は37名へと急増したo未マッチングの研修先企業

はないo　これは､筆者が意図的に研修先企業を増加さ

せたことと､インターンシップ履修希望学生が急増し

たためと考えられるo

平成15年度は民間企業25社に,虫的機関である市役

所が4ヶ所､商工会議所が2ヶ所で､合計31枚､参加

学生は39名(工学部3名､大学院工学研究科修士課程

望名含む)であったo未マッチングの研修先企業はな

かったが､会計事務所が2ヶ所加わっているo民間企

業25社のうち､ 1社は学生による自己開拓であるoイ

ンターンシップ履修希望学生の希望研修先企業の多様

化がみられるo

平成16年度より､経常情報学部は経営情報学科と経

営学科との2学科となるoまた本年度より､事前研修

を｢インタ-ンシップA｣日単位),夏期休暇中の研

修を｢インタ-ンシップB｣ (2単位)として2科目

にすることとなったo

平成呈6年度におけるインターンシップAの参加学生

は経営情報学科37名､経営学科13名､合計50名であるo

インターンシップBの参加学生は､民間企業27社に､

虫的機関である市役所が4ヶ所､商工会議所が2ヶ所

で､合計33社､ 2学科合計で48名へと更に増加し､最

高の参加者数であったo内訳は､経営情報学科35名､

経営学科13名であるQ束マッチングの研修先企業はな

かったが,束マッチングの学生が2名であったo民間

企業25枚のうち, 1枚は学生による自己開拓(愛知中

小企業家同友会斡旋)であり､会計事務所が2ヶ所含

まれているo

平成17年度より､中部大学インターンシップ推進委

員会副委員長となり､経営情報学部のインターンシッ

プ担当をはずれる｡この年度より､インターンシップ

は全学対象とな雪上インターンシップの方法が変更さ

れるo従来､教務部主管で学科単位で実施していたが､

これらに加えてキャリアセンターで業務を一括集中処

理するようになったo

平成17年度における経営情報学部のインターンシッ

プAの参加学生は経常情報学科30名､経常学科25名､

合計55名であるoインターンシップBの参加学生は､

経常情報学科25名､経常学科17名､合計42名であり､

前年度と比較して､微減しているo未マッチングの学

生は､経営情報学科5名､経営学科8名､合計13名に

及んでいる｡

平成18年度からは､従来の主管業務を教務部からキャ

71アセンターへと全面移管し､教務部は各学部･各学

科の単位認定に関する業務のみに関与することとし､
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これら以外の予算措置を含めたすべての業務をキ示71

7セ'jぎーで一括集中処理することとなったo　また､

この年皮より全学レベルでインターンシップの単位認

定学部･学科が増加し､平成18年度6学部21学科申5

学部18学科でインターンシップを実施し､インターン

シップAでは4学部9学科､インターンシップBでは4

学書阻5学科となったQ

平成18年度における経営情報学部のインターンシッ

プAの参加学生は経営情報学科28名､経常学科4名､

合計32名であるoインターンシップBの参加学生は､

経営情報学科23名､経営学科3名､合計26名であるo

未マッチングの学生は､経営情報学科5名,経営学科

1名,合計6名であるo経常学科の参加者数の激減が

目立つo

望　経営情報学部および中部東学におけるイン

ターンシップの課題

経営情報学部におけるインターンシップの実態を､

大学全体のインターンシップの動向と踏まえて明らか

にした｡経常情報学部では､平成16年度をピータとし

て平成17年度以降は微減しているoただし､東学全体

でみると､平成10年度以降､インターンシップAおよ

びインターンシップBともに希望者､参加者は年々増

加しているo平成10年度から9年間の経営情報学部に

おけるインターンシップの特徴から､中部大学におけ

るインターンシップの課題を以下の3つに要約してみ

る｡

(1)未マッチング､ミスマッチングに対する対応

噂　大学斡旋研修先企業の開拓

廟　キャリアセンターと各学部･各学科の学生､教

員との調整･対応

第1の未マッチングは､経営情報学部では平成17年

度から急増している｡インターンシップAとインター

ンシップBとを分離･設置してからである｡これは､

平成16年度までは学科で研修先企業と学生のマッチ'!

ダ蚤lAiA調整･対応していたが,平成17年度は全

学レベルでマッチングを行うようになったためでる｡

未マッチング､ミスマッチングはインターンシップで

一番大きな問題の1つである｡未マッチングには､研

修先企業側の未マッチングと学生側の宋マッチンぎと

があるQ前者は､学生受Åのお願いをしながら(本学

の場合)､または企業の側が受Åを表明しながら希望

学生がいないケースであるQ後者は､学生の立場から

インターンシップを希望する研優先盛業がないケ-ス

であるo　これらの宋マッチングは回避する必要があるo

もし､未マッチングが多発すれば､研修先企業の側面

からみれば大学と企業との倍額関係が損なわれるし､
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学生の側面からみればインターンシップへの参加意欲

が損なわれることになるであろうからであるo

また､ミスマッチングも重要なテーマの1つであり､

研修先企業と参加学生との何らかの不一致であるo　こ

れを回避するには研修先企業の事前調査､研修内容の

精査などが必要になってくるoこれらを怠ると､未マッ

チングと同様の悪循環が生じるo中部大学では未マッ

チング､ミスマッチングを減らすために､現在では､

ビジネスマナー研修とOA実践研修を全学的に導入し

ている.これにより､夏期休暇中のインターンシップ

B蚤より効果的に終了できるようにしているo未マ.3F

チンダ､ミスマッチングはインターンシップの事前研

修･事後研修をより充実させることで､ある程度回避

できると考えられる｡しかしながら､さきに述べたよ

うに平成17年度から全学レベルでインターンシップA

とインターンシップBを分離.設置するようになって

から､未マッチンダの学生は経営情報学部では増加し

た｡

平成昭年度会同事後研修会　分科会の様子

平成17年度合同事後研修会　全体会の様子
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第2の大学斡旋研修先企業の開拓とは､全学部･全

学科を対象とする様々な業種の受Å企業が必要である

ということを意味するo同時に､全学部･全学科のイ

ンターンシップ履修希望学生を充足できるだけの企業

数も必要になるo要するに､多様な研修先企業と多数

の研修先企業の開拓が必要不可欠であるということで

あるoまた､留学生の研修先企業の開拓も必要であるo

学生による研修先企業の自己開拓も少しづっ増加して

いるが,平成18年度以降の実態から明らかなように､

その多くは大学斡旋であるo　ほとんどの学生が大学斡

旋企業から研修先企業の決定を希望しているのが現状

である｡

第3のキャリアセンターと各学部･各学科の学生､

教員との調整･対応とは,キャリアセンターを主管と

して､各学部･各学科のインターンシップに適切に調

整･対応するということであるo各学部･各学科にお

けるインターンシップへの取り組みは一様ではない｡

つまり､科目名､単位数も異なれば､担当教員の配置

方法なども異なっているo当然のことながら､カリキュ

ラム上のインターンシップの位置づけが異なっているo

そこで､各学部･各学科の学生､敦畠に封する適切に

対応した取り組みが要求される｡従来､教務部が主管

であったため､各学部･各学科に設置した科目として

の｢インターンシップA｣､ ｢インターンシップB｣は

各学部･各学科で内容･位置づげは異なるものの､教

務部との調整･対応は十分とはいえないまでもある程

度できていたように思われるo Lかし､今回､キャリ

アセンターが主管となったため､この調整･対応が課

題として残される｡

従来､キャリアセンターは学生の就職活動支援を中

心に､公務員対策講座､資格取得対策講座の開講など

の活動をしており､各学部･各学科の設置科目である

｢インターンシップA｣､ ｢インターンシップB｣を各

学部･各学科の学生､教員と教育をとおLて調整･対

応することはこれまでまったく経験のないところであ

るo　インターンシップの受入部署がほとんどの場合､

研修先企業の総務部･人事部で行われているので､そ

の点ではキャリアセンターで一括集中処理するのは望

ましいといえるが､各学部･各学科の学生に対する適

切な教育､指導､助言､各学部･各学科の教員とのコ

ミュニケーションなど多くの問題点が残されるo

以上のように､筆者の経営情報学部経営情報学科に

おけるインターンシップ担当の経験と､現在の中部大

学インタ-ンシップ推進委員会副委員長としての立場

からみた中部大学のインターンシップの現状と課題を

指摘してみたo　これらの3点については､今後の中部

大学のインター'jシップを活性化させ､質的にも量的

にも推進するうえで重要なテーマとなるであろうoそ

れゆえ､キャリアセンター､教務部､各学部･各学科

の担当教員の三者が問題解決を探る必要があるoまた､

同時にキャリアセンター内の組織のあり方も含めた再

検討が必要になるであろうQ

(助教授　経常情報学部　経常情報学科)
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